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研究成果の概要（和文）：営利および非営利組織の災害復興に際し、財務・非財務情報がどのようにポジティブ／ネガ
ティブな役割を果たすかを経験的に解明し、将来の災害復興への指針を示すことを企図した。研究成果として、平時と
震災時では財務・非財務情報の果たす役割が違っていることが明らかになった。特に、優れた震災マネジメントを行っ
た企業は、文化コントロールによって財務情報を中心とした成果コントロールを代替することを発見できた意義は大き
い。

研究成果の概要（英文）：The goal of this research is to examine how financial and non-financial 
information play a positive or negative role when profit and non-profit organizations return to normalcy 
from disasters, and to provide guidelines for disaster recoveries in the future. At first, we conducted 
interview surveys at some companies that sustained damages from the Great East Japan Earthquake. We 
designed a list of questionnaires based on the result of the interview surveys. We then conducted the 
questionnaire survey with public companies, as well as private companies that are headquartered in the 
disaster area, namely Aomori, Chiba, Fukushima, Ibaragi, Iwate, and Miyagi.
This research highlights the different roles that financial and non-financial information play before and 
after disasters. In particular, we found that companies with excellent management in the aftermath of the 
disaster replaced financial result control with cultural control.

研究分野： 会計学
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１．研究開始当初の背景 
 2011年の東日本大震災で多くの日本企業は
サプライチェーン崩壊により工場移転や調達
先の確保をしようとしたが、財務及び非財務
情報が制限されマネジメントに苦慮した。東
京電力は情報開示やステイクホルダーとのコ
ンセンサス形成等のガバナンス機能が不全に
陥った。営利組織のみならず、自治体や病院
なども、マネジメント／ガバナンスの両面で
、財務／非財務情報の不足に同様の問題があ
ることを露呈した。その一方で、それらを上
手く乗り切ることができた組織もある。地震
等の大規模災害の多いわが国で、組織実務や
社会の持続的発展のためには、下記に示す研
究目的、すなわち阪神と東日本の大震災を射
程に、「営利および非営利組織の災害復興に際
し、財務・非財務情報がどのようにポジティ
ブ／ネガティブな役割を果たすかを経験的に
解明し、将来の災害復興への指針を示すこと
」が喫緊の課題であった。 
 さて、災害に関連する経営学、会計学の国
内外の先行研究の動向は、次の三点にまとめ
られる。 
a.平時と比べ、大災害などの非常事態のマネ
ジメントとガバナンスに関する研究は限ら
れている（Boin et al. 2008）。それらも事前
の備えの必要性という自明な主張を、十分な
根拠なく主張するものが大半で、災害時、つ
まり事後のアクションについては不明なま
まである。 
ｂ.国内において東日本大震災の後に出され
た研究者による提言書でも、阪神大震災から
具体的どのような学びがあったのかは、明ら
かにされていない（八田他、2011）。日経ビ
ジネス等のビジネス誌も、緊急的回避の BCP
（business continuous plan）や、トップの
リーダーシップといった「人」や物流など「モ
ノ（設備を含む）」の議論に偏り、その背後
で行われている「情報」の収集や分析、組織
の血液でもある「金」のフローに注目は向け
られていない。また、災害発生時、事業をス
ムーズに継続させるための BCP に関するマ
ネジメント技術としての本質や、BCP のリス
クマネジメントと CSR との関係も明らかに
されていない。 
ｃ.営利組織と非営利組織、組織のマネジメン
トとガバナンスを切り分けて論じたものは
皆無である。災害関連の重要な論点が整理さ
れていない。個例研究と、定量的な大規模質
問票調査がリンクされていない。整合的な研
究方法を備えた体系的リサーチデザインか
らのファインディングス、およびそれをもと
に信頼に足る企業社会の構築案が示されて
いるとは言えない。 
 
 本研究の位置づけは、これら先行研究の問
題を解消する、体系的な研究である。 
そのような着想に至った経緯は、これまでの
研究成果からの発展である。研究代表者は京

セラアメーバ経営や BSC を中心に営利組織
のマネジメントに対して、財務・非財務情報
の果たす役割を研究してきた。主にこれらは
平時のものであったが、2 つの震災を経験し、
平時と災害時のマネジメントとは別の理論
体系が必要であるのではと着想した。國部は
会計の公共性に着目し、社会環境会計と CSR
経営でガバナンスに関わる研究を実施して
きた。東京電力および原子力関係諸団体が開
示した財務情報及び非財務情報、社会的コン
センサスのプロセスについて、公共性の立場
から分析する必要があると考えている。また、
BCP についてもマネジメントとしての本質
を明らかにする必要があると考えている。蔵
本はＣＳＲと企業－消費者－行政のリンケ
ージの視点から東日本大震災の企業の支援
決定プロセス、消費者支援対応に関して調査
にさらに展開する。松尾は公共性の高い行政
や病院における測定・評価・開示の問題を定
性的アプローチと定量的アプローチを統合
して分析してきたが、それらの震災時の有効
性に興味を抱いた。 
 各プロジェクトメンバーの研究成果をも
とに研究関心を持ち寄って討議し、「災害復
興時の財務・非財務情報の役割： 阪神と東
日本の大震災の経験的研究 」という全体構
想に至った。本研究では、災害時における営
利組織と非営利組織の連携方法を、具体的な
マネジメント／ガバナンスの視点から探る
ことで、災害に強い企業・社会の構築の指針
を導出する。日本経済の持続可能性を高め、
競争力の回復に資することを目指し、国内で
積極的に発信する。加えて、海外に対しても、
本プロジェクトの研究成果を発信し、大規模
自然災害に強い企業・社会構築を考えること
の意義を啓蒙する。 
 
２．研究の目的 
研究の目的は以下の通りである。 
＜全体構想＞ 営利および非営利組織の災
害復興に際し、財務・非財務情報がどのよう
にポジティブ／ネガティブな役割を果たす
かを経験的に解明し、将来の災害復興への指
針を示すこと。 
＜目標１＞ 阪神と東日本の両大震災に関
して、財務情報（被害額や必要投資額決定等）
と非財務情報（安全、品質、顧客、環境対策
等）が、組織のマネジメント（意思決定や業
績管理）とガバナンス（情報開示やコンセン
サス形成）の両面で果たした役割の解明。  
＜目標２＞ 阪神被災企業は、前大震災の教
訓を、東日本大震災においてどのように活か
したか、それとも活かさなかったのかについ
て、促進と阻害の要因の解明。 
＜目標３＞ 被災経験を基に、将来の震災復
興のためのマネジメント／ガバナンスへの
指針策定。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、(1) 両震災における財務／非財



務情報の役割の実態調査、(2)震災間での経験
の移転プロセスの調査、(3) 強固なマネジメ
ント／ガバナンスの提言、の３つの研究目的
を掲げている。 
 (1)と(2)については、文献調査と聞き取り調
査を実施し、これらの調査で得られた知見を
元に質問票を開発した。その後、営利および
非営利組織に対して質問票を郵送し、回収、
分析を実施した。各調査については、具体的
には次の通りである。 
 文献調査に関しては、８つの領域を設定し
た。すなわち、①営利組織のマネジメント（意
思決定や業績管理）、②営利組織のガバナン
ス（情報開示やコンセンサス形成）③非営利
組織のマネジメント（意思決定や業績管理）、
④非営利組織のガバナンス（情報開示やコン
センサス形成）、⑤大規模災害が社会全般に
与える影響、⑥リスクマネジメントの考え方
や技法の伝承、⑦東日本大震災に関して本研
究プロジェクトに関連する報告書（東京電力、
原子力関係諸団体、その他の営利・非営利組
織が開示してきた報告書等）や先行的に公表
された研究論文、および⑧時系列分析などの
技法を用いた研究動向である。これら８領域
の文献調査は、聞き取り調査時の主要課題と
なるとともに、質問票の設計時にも質問項目
の中に活かされることとなった。 
 聞取り調査に関しては、阪神大震災被災組
織へのヒアリング、東日本大震災被災組織へ
のヒアリングを実施した。阪神大震災組織と
して、オリバー・カワノ・酒心館・その他企
業への回顧的インタビューを実施した。さら
に、阪神と東日本の両大震災において被災し
たオムロンへのインタビューも実施した。阪
神大震災被災組織に対しては、「阪神大震災
と東日本大震災とで、どういったところで共
通点があり、また相違点があるのか？」、「同
じ復興の仕方をしているのか、違う復興の仕
方をしているのか？」といった視点でのヒア
リングを実施した。 
 一方で、東日本大震災被災組織は、東北地
方に拠点を置き施設・設備の崩壊といった直
接的な被害を受けた企業（東洋刃物・カメ
イ・やまや他）だけでなく、直接的な被害は
少ないもののサプライチェーンの崩壊によ
って多大な被害を受けた企業（オムロン・マ
ツダ）に対してもヒアリングを実施した。さ
らに、東北地方の中小規模の企業である大興
水産へのヒアリングも実施した。また、非営
利の東日本大震災被災組織としては石巻市
へのヒアリングを実施した。 
 これらの文献調査と聞取り調査の結果を
もとに、大規模質問票調査は営利組織用と非
営利組織用の二種類の質問票の設計を行っ
た。まず、営利組織用の調査では、全国の東
証一部・二部上場企業と被災６県の非上場企
業を対象に、平成 24 年 6 月〜8 月にかけて、
それぞれ実施した。質問票では、①被災状況
（震災における負の影響の状況、復旧/復興の
状況等）、②震災時の経営管理全般の取組み

状況、③リスクマネジメントの取組み状況、
④震災時のマネジメント・コントロールに関
する項目（中長期経営計画、設備投資計画、
予算管理）について調査した。他方、非営利
組織用の調査では、①事前準備、災害時、復
興時の支援活動、②災害等の長期的なリスク
の計画、測定、評価、③NPO や住民などの
庁外組織との連携や外部組織とのネットワ
ーク構築の実態を調査した。 
 研究目的(3)については、(1)と(2)の調査実
施後、営利および非営利組織の実務家と協議
を行い、提言を策定し、新聞への掲載、シン
ポジウムでの政策提言を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究の各研究目的に対する成果は次の
通りである。 
(1)両震災における財務／非財務情報の役割
の実態調査 
①営利組織のマネジメントおよびガバナン
スについて 
 聞き取り調査から得られた知見をもとに、
大規模質問票調査結果の分析によって「震災
時に何が行われたのか」を体系的に明らかに
しようと試みた。具体的には、①震災時に管
理会計によるマネジメント・コントロールは
行われたのか、②管理会計の使われ方や重要
性に変化はなかったのかについて、財務／非
財務情報の役割として、管理会計の重要なト
ピックである「設備投資計画」、「中長期経営
計画」、「予算管理」を中心に分析・検討した。 
 まず、震災時においても管理会計によるマ
ネジメント・コントロールは行われた。中長
期経営計画は、最終的な目標値を変更する方
法と目標を達成するためのプロセスを変更
する方法が見られたが、その変更によって本
来の目的（コミットメント、動機づけ、ベク
トル）の重要性は維持され使用された。また、
予算の目標達成困難度は震災によって高ま
ったが、予算編成方法をトップダウン型から
ボトムアップ型へ変更することによって、現
場の情報を予算修正に取り込み、目標達成困
難度を平常時と同程度に維持することによ
って、予算はベンチマークとして使用された。 
 一方で、管理会計の使われ方や重要性に、
平常時と震災時の異なる特徴が明らかとな
った。震災時における設備投資計画では、採
算性計算やシナリオ分析に基づく緻密な将
来予測よりもスピードが重視された。さらに、
中長期経営計画の本来の役割は、震災時でも
変わらず重視されたが、予算については本来
の計数管理としての重要性が弱まったこと
が明らかとなった。 
 加えて、震災時特有の役割があることも明
らかになった。中長期経営計画では、顧客へ
の情報開示、株主・投資家への情報開示の役
割が重視され、外部とのコミュニケーショ
ン・ツールとしての役割を果たしたことが明
らかになった。同様に、予算も、決算短信な
どの外部への情報伝達のための役割は維持



された。 
 以上のように、平常時と震災時の管理会計
の役割及び重要性の相違について明らかに
したが、本質問票調査では予算は震災時にお
いて計数管理としての本来の役割の重要性
が弱まったが、その際、何が重要視されたの
かについては本研究で明らかにしていない。
さらに、どのようにしたら優れたマネジメン
ト・コントロールが行えるか、という点に関
する知見は得られなかった。 
 そこで、「震災復興の際にどのようにした
ら優れたマネジメント・コントロールが実施
できるか」について聞き取り調査によって明
らかにしようと試みた。東日本大震災の多大
な影響を受けながらも、震災前の経営状況に
早期に戻すことができたオムロンに対して、
どのようなマネジメント・コントロールを行
ったのかについて聞き取り調査を実施した。
そして聞き取り調査の結果から得られた発
見事項について、Merchant and Van der 
Stede(2007)のマネジメント・コントロール
のフレームワークに基づき、震災復興の際に
どのようにして優れたマネジメント・コント
ロールが行われたのかについて分析した。彼
らは、不確実性の高い環境におけるマネジメ
ント・コントロールについて成果コントロー
ル(results controls)と文化コントロール
(cultural controls)の 2 つのコントロール
を用いて言及していた。成果コントロールと
は目標を設定し、業績をモニターし、それに
基づいて評価を行うコントロールであり、文
化コントロールとは特定の規範や価値観、理
念を醸成することで、それから乖離した行動
を抑制するような相互モニタリングを促す
コントロールである。 
 聞き取り調査の結果、これまで先行研究で
明らかにされなかった不確実性が極めて高
い状況における優れたマネジメント・コント
ロールの実態を具体的に示すことができた。
また、東日本大震災からの復興段階において
どのようにマネジメント・コントロールが変
化したかを明らかにした。つまり、これまで
不確実性の高い環境においては、成果コント
ロールが文化コントロールで補完されると
されてきたが、本研究では、文化コントロー
ルが成果コントロールを代替するというこ
とがわかった。 
 さらに、これまで不確実性の高い環境から
平常時に戻る場合、どのような変化があるか
について明らかにされてこなかったが、本研
究において、平常時に戻ると文化コントロー
ルから成果コントロールにマネジメント・コ
ントロールが戻ることがわかった。 
 
②非営利組織のマネジメントおよびガバナ
ンスについて 
 仙台市、北上市、大船渡市など東日本大震
災における被災自治体および神戸市などの
支援自治体に対する調査を通じて、災害直後
の復旧時には主に警察や消防など救命関連

組織の自治体間連携が重要である一方、仮設
住宅の運営など住民に対するきめ細かいサ
ービスが求められる段階では、中間支援 NPO、
NPO,外郭団体（公益財団法人など）、民間企
業など多様な民間組織の連携が求められる。
北上市における緊急雇用創出事業の基金が
活用された復興支援事業の事例に見られる
ように、支援すべき近隣自治体も被災し、支
援対象自治体に多くの資源を割くことがで
きない場合は、官民連携の重要性が高まる。
このような多様な組織が連携する支援事業
を推進するためには、事業主体となる自治体
に高度な事業企画力・調整力（ネットワーク
力）が求められることがわかった。また、被
災者支援においてきめ細かいサービスを提
供するうえでは資金の柔軟な活用が求めら
れるが、国・都道府県補助金、市の独自財源、
市民、民間組織からの寄付金など多様な財源
が活用されるため、その管理、組織間のアカ
ウンタビリティを確保できる運営・管理能力
が求められ、このためには、事業別、組織別、
そしてとくに業務活動別の管理の仕組みを
構築することが重要であることがわかった。 
 
(2)震災間での経験の移転プロセスの調査 
 我々は阪神と東日本の両大震災を経験し
た営利組織であるオムロンに対して聞き取
り調査を実施した。その結果、オムロンでは、
阪神大震災での経験を活かして、震災復興段
階において「組織」として対応することがで
きたことがわかった。 
 オムロンでは、阪神大震災の際に「どのよ
うな課題があった」ということを当時の担当
者が記憶していた。つまり、阪神大震災の際
は、次々に発生する課題に対して、担当者が
バラバラに行動してしまい、結果的には、個
人としては頑張ったものの、空回りになるこ
とが多く震災復興を適切にマネジメントす
ることができなかった。そこで、東日本大震
災においては、その経験を活かし、震災直後
に、「東北大震災対応プロジェクト」を組織
化し、震災翌日に開かれた緊急経営会議にお
いて、「P/L（利益）維持より、企業理念に基
づいた企業活動を最優先する」ため①人身の
安全を確保する、②社会インフラの維持や混
乱の防止、震災からの復興に全面的に協力す
る、③オムロンの事業への悪影響を最小化す
る、という優先順位で 3つの方針を打ち出し、
震災復興への対応を行った。そして、(1)の研
究成果のようなマネジメント・コントロール
を実施することによって、早期に復旧/復興を
実現することができた。 
 しかし一方で、震災間での経験の移転プロ
セスにおける問題点も発見した。それは、オ
ムロンの事例では、社内文書などの定式化し
た情報として経験の移転が実施されたので
はなく、あくまで当時の担当者が、東日本大
震災発生時において社内に在職しており、そ
の担当者が阪神の反省点を今回の震災復興
対応に活かしたに過ぎない。震災の経験を属



人的に移転するのでは、経験者が組織から抜
けることによって、移転が途絶えてしまう。
よって、対応事項の文書化やルール化といっ
た経験の移転が必要であることがわかった。 
  
(3) 強固なマネジメント／ガバナンスの提
言 
 阪神大震災の被災営利組織への聞き取り
調査結果より、阪神大震災では補助金が整備
されておらず、被災営利組織は自力で資金調
達を実施していたことがわかった。一方で、
東日本大震災では、グループ補助金などの復
旧のための補助金が整備されていた。このよ
うに補助金が整備されているにもかかわら
ず、被災営利組織においては復興が進んでい
ない。そもそも、平常時において企業は、投
資意思決定に際して、緻密に情報収集し、さ
まざまな評価技法を用いて、慎重に意思決定
を行う。しかし、グループ補助金は、補助金
の申請期間が短期間であり、その間に被災企
業は復旧計画を策定しなければならない。つ
まり、将来に関わる重大決定にも関わらず短
期間で決定しなければならない。また、情報
の質も決して高くない状況で決定しなけれ
ばならない。よって、補助金の申請において
は、必ずしも長期的には合理的とは言えない
意思決定が存在していることがわかった。そ
こには、「申請しないのは、機会ロス」とい
う心理が働いているのかもしれない。つまり、
補助金が整備しているから、復興が進まな
い」ということが考えられる。 
 このような阪神と東日本の両震災の比較
研究における発見事項について、営利・非営
利組織に対する「強固なマネジメント／ガバ
ナンスの提言」として、「神戸大学社会科学
系教育研究府・東北大学震災共同シンポジウ
ム：震災からの経済復興」において発信した。 
また、BCP の理論研究により、BCP の本質

はリスクマネジメントや CSR の両方の側面
にわたる複合的なマネジメント実践であり、
BCP の導入には経営者が重要な役割を担う
ことを明らかにした。すなわち、経営者が、
BCP の本質を理解し、企業が担っている社会
的な役割や責任、すなわち CSR の理解を深め
ることが重要である。 
 以上が成果であるが、全体を総括すると、
これまでほとんど研究されてこなかった震
災マネジメントについて、被災国の研究者と
して一つの先駆的な成果を上げることがで
きたのではないかと考えている。とはいえ、
阪神の事例からもわかるとおり、本来は１０
年以上かかる復興プロセスの中のごく初期
の段階しか研究できていないことも明らか
である。本科研はこれで一旦の終了となるが、
今後、この成果をさらに深めていくこと、さ
らに発信に尽力することが必要である。 
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